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2018年 12月 26日 

各  位 

会 社 名  株式会社 東芝 

東京都港区芝浦１－１－１ 

代表者名   代表執行役会長 CEO 車谷 暢昭 

       (コード番号：6502 東、名) 

問合せ先   執行役常務 長谷川 直人 

Tel 03-3457-2100 

 

当社完全子会社における電池事業及びビルソリューション事業を営む孫会社株式の 

会社分割（簡易吸収分割）による当社への承継の方針決定に関するお知らせ 

 

当社は、本日、当社完全子会社である東芝インフラシステムズ株式会社（以下、「TISS」）にお

ける電池事業及び TISS の所有するビルソリューション事業を営む孫会社株式を、2019 年４月１

日を効力発生日（予定）として会社分割（以下、「本会社分割」）により、当社に承継させる方針

を決定いたしましたので、下記の通りお知らせします。なお、本会社分割は、当社の完全子会社

の事業を承継する簡易吸収分割であるため、開示事項・内容を一部省略して開示しております。 

 

記 

 

１．本会社分割の目的 

当社は、11月８日に公表しました東芝 Nextプランにおいて、リチウムイオン二次電池（SCiBTM）

の開発・製造・販売を行う電池事業を東芝グループ全体の新規成長事業として位置付けることと

いたしました。今般、当該事業を TISSから吸収分割により承継し、担当執行役を任命、独立して

管理する体制とします。これにより、意思決定の迅速化を実現すると共に、東芝グループ全体の

技術、製造、営業のリソースを最大限活用するなど事業運営体制を強化し、電池事業の成長を加

速させます。 

 次に、当社は、ビルソリューション市場の長期的成長が見込まれることから、東芝 Nextプラン

において、ビルソリューション事業の中核を担う昇降機、照明、空調事業を、全社の注力領域と

して位置付けることといたしました。今般、当該事業を担当する東芝エレベータ株式会社、東芝

ライテック株式会社、東芝キヤリア株式会社の３社の株式を TISS から吸収分割により承継して

当社の直接傘下に移管し、担当執行役を任命すると共に、当社に「グループ経営統括部」を設置

して、当該３社の事業を統括することといたしました。これにより、３社の連携をより一層強化

し、意思決定の迅速化を実現、当該３社の事業運営体制を強化してまいります。 

 

２．本会社分割の要旨 

(１)本会社分割の日程（注） 
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本会社分割の決定日 2018年 12月 26日 

吸収分割契約締結日 2019年２月中旬（予定） 

分割承継の効力発生日 2019年４月１日（予定） 

 (注) 本会社分割は、当社においては会社法第 796条第２項に定める簡易吸収分割に該当

するため、吸収分割契約の承認に関する株主総会を開催いたしません。 

 

(２)本吸収分割の方式 

TISSを分割会社とし、当社を承継会社とする吸収分割（簡易吸収分割）です。 

 

(３)本会社分割に係る割当ての内容 

TISSは、当社の完全子会社であるため、本吸収分割による新株式の発行やその他対価の交

付は行いません。 

 

(４)本会社分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

TISS は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

(５)本会社分割により増減する資本金 

本会社分割による当社の資本金の増減はありません。 

 

(６)承継会社が承継する権利義務 

本会社分割に関する資産、負債及び契約上の地位等の権利義務のうち、吸収分割契約におい

て定めるものを承継します。 

 

(７)債務履行の見込み 

本会社分割において、当社が負担すべき債務の履行の見込みに問題はないと判断しておりま

す。 

 

３．本会社分割の当事会社の概要 

 承継会社 分割会社(TISS) 

(１)名称 株式会社東芝 東芝インフラシステムズ株式会

社 

(２)所在地 東京都港区芝浦一丁目１番１号 神奈川県川崎市幸区堀川町 72番

地 34 

(３)代表者の役職・氏名 代表執行役会長 CEO 車谷 暢昭 代表取締役社長 秋葉 慎一郎 

(４)事業内容 以下領域にて傘下分社会社を通

じて事業運営：エネルギーシス

テムソリューション、インフラ

システムソリューション、スト

レージ＆デバイスソリューショ

ン、インダストリアルＩＣＴソ

リューション 

社会インフラ事業関連の製品、

システム、サービスの開発、製

造、販売 

(５)資本金 200,044百万円 10,000百万円 

(６)設立年月日 1904年６月 25日 1987年５月 11日 

(７)発行済株式数 5億 8,600万株 

(2018年 12月 26日現在) 

2,001株 

(８)決算期 ３月 31日 ３月 31日 
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(９)従業員数 141,256人(連結) 42,190 人(連結) 

(10)主要取引銀行 ㈱みずほ銀行 

㈱三井住友銀行 

三井住友信託銀行㈱ 

㈱三菱 UFJ銀行 

㈱みずほ銀行 

㈱三井住友銀行 

三井住友信託銀行㈱ 

㈱三菱 UFJ銀行 

(11)大株主及び持株比率 GOLDMAN, SACHS & CO. REG 

14.6% 

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 

6.9% 

ECM MF                 4.9% 

CREDIT SUISSE SECURITIES 

(USA) LLC SPCL. FOR EXCL. 

BEN 

3.3% 

MSCO CUSTOMER SECURITIES 

2.6% 

KING STREET CAPITAL MASTER 

FUND, LTD              2.3% 

㈱東芝            100.0％ 

 

(12)直前事業年度の財政状

態及び経営成績 

  

純資産 1,010,734百万円(連結) 139,086 百万円 

総資産 4,458,211百万円(連結) 372,220 百万円 

1株当たり株主資本 120.18 円(連結) 69,588,672.83円 

売上高 3,947,596百万円(連結) 361,852百万円 

営業利益 64,070百万円(連結) 14,611 百万円 

経常利益 ― 17,020 百万円 

当期純利益 804,011百万円(連結) 11,107 百万円 

1株当たり当期純利益 162.89 円(連結) 5,845,970.01円 

 (注１）従業員数並びに大株主及び持株比率は 2018年３月 31日現在の状況です。 

（注２）承継会社の財政状態及び経営成績は、2018年３月期の米国基準によるものです。 

（注３）分割会社の財政状態及び経営成績は、2018年３月期の日本基準によるものです。 

 

４．分割又は承継する部門の概要 

(１)分割又は承継する部門の事業内容 

 ①電池事業 

リチウムイオン二次電池（SCiBTM）の開発・製造・販売事業 

②ビルソリューション事業を営む孫会社株式  

 東芝エレベータ株式会社株式  

東芝ライテック株式会社株式  

 東芝キヤリア株式会社株式    

 

（参考）上記ビルソリューション事業の概要 

  売上高 5,508億円、営業利益 175億円（2018年３月期、連結） 

 

 東芝エレベータ(株)の概要 

  会 社 名          ： 東芝エレベータ株式会社 

所 在 地     ： 神奈川県川崎市幸区堀川町 72番地 34 
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代表者の役職・氏名： 代表取締役社長 中川 誠 

事業内容     ： 各種エレベーター、エスカレーター等昇降機関係の開発、 

設計、製造、販売、据付工事、保守、修理工事並びに 

ビル関係の施設工事・遠隔監視及びビル管理 

資 本 金     ： 約 214億円 

 

東芝ライテック(株)の概要 

 会 社 名     ： 東芝ライテック株式会社 

所 在 地     ： 神奈川県横須賀市船越町一丁目 201番１ 

代表者の役職・氏名： 取締役社長 平岡 敏行 

事業内容     ： 照明機器、電設資材等の開発、設計、製造、販売 

資 本 金     ： 60 億円 

 

東芝キヤリア(株)の概要 

 会 社 名     ： 東芝キヤリア株式会社 

  所 在 地     ： 神奈川県川崎市幸区堀川町 72番地 34 

代表者の役職・氏名： 取締役社長 久保 徹 

事業内容     ： 空調、換気、冷凍機器等の設計、製造、販売、保守、 

サービス、エンジニアリング 

資 本 金     ： 約 115億円 

 

(２)その他の事項 

  現時点では確定していません。確定次第公表いたします。 

 

５．本会社分割後の分割会社の状況 

分割会社である TISS の名称、所在地、事業内容、資本金、決算期に変更はありませんが、

代表者につきましては、効力発生日をもって変更となる予定です。 

 

６．本会社分割後の承継会社の状況 

承継会社である当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期に変

更はありません。 

 

７．今後の見通し 

本会社分割は、当社及び当社の完全子会社を当事者とするものであるため、本会社分割自体

が当社の連結業績に与える影響はありません。 

 

以上 


